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商 業 簿 記  

 

問1   損 益 計 算 書  (単位：千円)
     

Ⅰ 売 上 高     

 1. ソ フ ト ウ ェ ア 売 上 高  ( ☆    260,000 )   

 2. 商 品 売 上 高  ( 600,000 )  ( 860,000 )

Ⅱ 売 上 原 価     

 1. ソ フ ト ウ ェ ア 売 上 原 価  ( ★    133,795 )   

 2. 商 品 売 上 原 価  ( ☆    463,800 )  ( 597,595 )

   売 上 総 利 益    ( 262,405 )

Ⅲ 販 売 費 及 び 一 般 管 理 費     

 1. 販 売 費  ( ★    18,000 )   

 2. 給 料 手 当  ( ★    25,900 )   

 3. 退 職 給 付 費 用  ( ☆    14,000 )   

 4. 株 式 報 酬 費 用  ( ☆     2,205 )   

 5. 貸 倒 引 当 金 繰 入 額  ( ★      500 )   

 6. 一 般 管 理 費  ( 20,000 )   

 7. 減 価 償 却 費  ( ★    51,000 )   

 8. ソ フ ト ウ ェ ア 償 却 額  ( ☆    17,600 )   

 9. 支 払 リ ー ス 料  ( ★    14,400 )   

 10. 研 究 開 発 費  ( ★    25,000 )  ( 188,605 )

   営 業 利 益    ( 73,800 )

Ⅳ 営 業 外 収 益     

 1. 受 取 配 当 金    ( ★    3,000 )

Ⅴ 営 業 外 収 益     

 1. 支 払 利 息    ( 34,000 )

   経 常 利 益    ( 42,800 )

Ⅵ 特 別 利 益     

 1. 投 資 有 価 証 券 売 却 益    ( ☆    7,500 )

   税 引 前 当 期 純 利 益    ( 50,300 )

   法人税、住民税及び事業税  ( 27,000 )   

   法 人 税 等 調 整 額  ( ★     4,200 )  ( 31,200 )

   当 期 純 利 益    ( 19,100 )

 

  問2                            (単位：千円) 
 

① ② ③ ④ 

★ 198,750 ★ 36,000 ★ 71,000 ★ 16,515 

  
 

   ☆につき2点、★につき1点。 



第 146 回 解  答 －商業簿記・会計学－ 

2 

 

 
 

会 計 学  

 

第１問 

（イ） （ロ） （ハ） （ニ） （ホ） 

★ 修正再表示 ★ 総合償却 ★ 償却原価法 ★ 直接法 ★ 共用資産 

 

 

第２問 

設問1 
☆★    770  千円  

 

 

設問2 
☆★ 11,210  千円  

 

 

設問3  

問1 
☆   △90  千円  

 

 

問2 
☆  △270  千円  

 

 

 

第３問 

設問1 
☆★ 13,000  千円  

 

 

設問2 
☆★ 12,200  千円  

 

 

設問3  

 連 結 貸 借 対 照 表  

Ｐ社 20X1年3月31日 （単位：千円） 

資   産 金   額 負債・純資産 金   額 

諸 資 産 ★  41,000 諸 負 債 12,000  

甲 事 業 資 産 15,000 甲 事 業 負 債 2,000  

( の れ ん ) ★     300 資 本 金 30,000  

 資 本 剰 余 金 ★   2,500  

 利 益 剰 余 金 1,000  

  (非支配株主持分) ★   8,800  

 56,300  56,300  

 

 

★１つにつき１点、☆１つにつき２点。ただし、第3問 設問3 については用語も合っていて正解とする。 
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商 業 簿 記

【総 評】 

146回本試験の商業簿記は損益計算書作成問題および財務諸表の注記における各金額を求める問題で，一見見慣れない資料

及び指示もありますが，落ち着いて取り組むことができれば，解きやすいオーソドックスな問題だったと思われます。〔資料

２〕④の指示より，当期に発生した各費用をソフトウェア仮勘定に振替える処理を読み取ることができれば，多くの受験生が

苦手とする税効果会計も含めて他の論点は極めて平易で解きやすく，高得点が期待できる問題でした。逆に，各費用をソフト

ウェア仮勘定に振替えることができなければ，多くの失点を重ねてしまうことになるでしょう。 

また，注記についても，注記それ自体を学習されていた方は多くないかと思いますが，本問は注記すべき事項が明記されて

いますので，指示に素直に従っていただければ、容易に解答できたことでしょう。 

ミスや本試験の緊張感等を考えて，目標点としては，レックの公開している解答(配点)をベースに考えた場合，少なくとも

20点以上を，できれば22点程度は確保しておきたい問題でした。 

 
【解 説】（金額単位：千円） 

１．ソフトウェア 

(1) 研究開発費への振替え 

(借) 研 究 開 発 費 5,000  (貸) ソフトウェア仮勘定 5,000  

(2) ソフトウェア売上高の計上 

(借) 売 掛 金 260,000  (貸) ソフトウェア売上高 260,000 (*1)

(*1) 受注金額800,000×工事進捗率60％－前期までに計上した売上高220,000＝260,000 

(3) 前受金の振替 

(借) 前 受 金 50,000  (貸) 売 掛 金 50,000  

(4) ソフトウェア仮勘定への振替えおよびソフトウェア売上原価への振替え 

   ソフトウェア仮勘定への振替えは，様々の要素(減価償却費，ソフトウェア償却額など)から構成されるため，実際

の計算においては，当該要素を先に計算し，その金額のうちの20％又は30％をソフトウェア仮勘定へ振り替える。 

(借) ソフトウェア仮勘定 ∴38,795  (貸) 減 価 償 却 費 12,750 (*1)

    ソフトウェア償却額 4,400 (*2)

    支 払 リ ー ス 料 3,600 (*3)

    給 料 手 当 11,100 (*4)

    退 職 給 付 費 用 6,000 (*5)

    株 式 報 酬 費 用 945 (*6)

(借) ソフトウェア売上原価 133,795 (*7) (貸) ソフトウェア仮勘定 133,795  

(*1) 減価償却費63,750(下記６.)×20％＝12,750 

(*2) ソフトウェア償却額22,000(下記３.)×20％＝4,400 

(*3) 前T/B支払リース料18,000×20％＝3,600 

(*4) (前T/B給料手当47,000－修正10,000(下記８.))×30％＝11,100 

(*5) 退職給付費用20,000(下記８.)×30％＝6,000 

(*6) 株式報酬費用3,150(下記９.)×30％＝945 

(*7) 前T/Bソフトウェア仮勘定100,000－研究開発費への振替え5,000(上記(1))＋上記振替合計38,795＝133,795 

２．商品売買(商品評価損の計上および売上原価への振替え) 

(借) 商 品 評 価 損 3,800 (*1) (貸) 商 品 3,800  

(借) 商 品 売 上 原 価 3,800  (貸) 商 品 評 価 損 3,800  

(*1) 帳簿価額32,000－(売価30,000－販売に要する費用1,800)＝3,800 
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３．自社利用目的のソフトウェア 

(借) ソフトウェア償却額 22,000 (*1) (貸) ソ フ ト ウ ェ ア 22,000  

(*1) 20X5.7/1計上ソフトウェア償却額2,000(*2)＋20X3.1/1計上ソフトウェア償却額20,000(*3)＝22,000 

(*2) 20X5.7/1計上ソフトウェア20,000÷5年×6ヶ月/12ヶ月＝2,000 

(*3) 20X3.1/1計上ソフトウェア60,000(*4)÷残存耐用年数3年＝20,000 

(*4) 前T/B80,000－20X5.7/1計上ソフトウェア20,000＝60,000 

４．貸倒引当金の設定 

 前受金は，売上債権のマイナスと考えられるので，問題文の指示より前受金を控除した後の売掛金残高を基準に貸倒引当

金を設定する。 

(借) 貸 倒 引 当 金 繰 入 500 (*1) (貸) 貸 倒 引 当 金 500  

(*1) 当期末貸倒引当金2,500－前T/B貸倒引当金2,000＝500 

(*2) (前T/B売掛金40,000＋ソフトウェアに関する売掛金260,000(上記１.(2))－前T/B前受金50,000)×1％＝2,500 

５．投資有価証券 

(1) 再振替仕訳 

(借) 繰 延 税 金 負 債 1,500  (貸) 投 資 有 価 証 券 5,000 (*1)

 その他有価証券評価差額金 3,500      

(2) 投資有価証券売却益の修正 

① 売却時仕訳(問題文からは判明しないが，現金等で売却したと仮定する) 

(借) 現 金 預 金 ∴42,000  (貸) 投 資 有 価 証 券 37,000 (*1)

    投資有価証券売却益 5,000 (*2)

(*1) 半分を売却した結果，前T/Bの投資有価証券勘定残高が37,000なので，売却した有価証券も37,000と推定する。 

(*2) 前T/B投資有価証券売却益8,000－自己株式による売却益3,000＝5,000 

② あるべき仕訳 

  本問は再振替仕訳が行われておらず，前期末時価と売却価額との差額が投資有価証券売却益として計上されてい

るが(上記①)，本来は，取得原価と売却価額との差額が投資有価証券売却益として計上されなければならない。そ

こで，売却分の半分について前期末時価37,000を取得原価34,500に戻したうえで売却する。なお(1)において，売却

部分と未売却部分を合わせて前期末時価を取得原価に戻している。 

(借) 現 金 預 金 42,000 (*3) (貸) 投 資 有 価 証 券 34,500 (*1)

    投資有価証券売却益 ∴7,500  

(*1) 売却分前期末時価37,000－売却分前期評価差額2,500(*2)＝34,500 

(*2) (前T/B繰延税金負債1,500＋前T/Bその他有価証券評価差額金3,500)÷2＝2,500 

(*3) 上記①現金預金 

③ 修正仕訳(①を②に修正する仕訳) 

(借) 投 資 有 価 証 券 2,500  (貸) 投資有価証券売却益 2,500  

(3) 自己株式の売却による投資有価証券売却益の修正 

   自己株式の売却による損益は，売却損益としてP/Lに計上せずに，その他資本剰余金として処理する。 

(借) 投資有価証券売却益 3,000  (貸) そ の 他 資 本 剰 余 金 3,000  

(4) 期末時価評価 

(借) 投 資 有 価 証 券 5,500 (*1) (貸) 繰 延 税 金 負 債 1,650 (*2)

    その他有価証券評価差額金 3,850 (*3)

(*1) 期末時価40,000－取得原価34,500(上記(2)②)＝5,500 

(*2) 5,500×予定実効税率30％＝1,650 

(*3) 5,500×(1－予定実効税率30％)＝3,850 



第 146 回 解  説 －商業簿記・会計学－ 

5 

 

６．建物(耐用年数の変更) 

(借) 減 価 償 却 費 63,750 (*1) (貸) 建物減価償却累計額 63,750  

(*1) (取得原価900,000－前T/B建物減価償却累計額135,000)÷変更後残存耐用年数12年＝63,750 

７．リース取引(オペレーティング・リース取引：期中処理済) 

(借) 支 払 リ ー ス 料 18,000  (貸) 現 金 預 金 18,000  

８．退職給付 

(1) 給与手当勘定の修正 

   掛金の拠出は，退職給付引当金の減少となるため，給料手当勘定で処理している期中処理を修正する必要がある。 

① 期中仕訳 

(借) 給 料 手 当 10,000  (貸) 現 金 預 金 10,000  

② あるべき仕訳 

(借) 退 職 給 付 引 当 金 10,000  (貸) 現 金 預 金 10,000  

③ 修正仕訳(①を②に修正する仕訳) 

(借) 退 職 給 付 引 当 金 10,000  (貸) 給 料 手 当 10,000  

(2) 退職給付費用の計上 

   当期において，年金資産から数理計算上の差異が発生しているが，発生年度の翌期より費用処理を開始するので，

当期の退職給付費用の計算には反映させない。 

(借) 退 職 給 付 費 用 20,000 (*1) (貸) 退 職 給 付 引 当 金 20,000  

(*1) 勤務費用15,000＋利息費用8,000(*2)＋20X3発生未認識数理計算上の差異費用処理額4,000(*3)－期待運用収益

7,000(*4)＝20,000 

(*2) 期首退職給付債務400,000×割引率年2％＝8,000 

(*3) 未認識数理計算上の差異期首残高36,000(不利差異)÷残存費用処理年数9年＝4,000 

(*4) 期首年金資産280,000×長期期待運用収益率2.5％＝7,000 

 

年金資産 退職給付債務 

期首         280,000 年金支給      8,000 年金支給      8,000 期首        400,000 

期待運用収益   7,000 数理計算上の差異∴39,000  勤務費用     15,000 

掛金拠出      10,000     利息費用      8,000 

 期末        250,000 期末      ∴415,000  

 

退職給付費用 退職給付引当金(個別) 

勤務費用      15,000 期待運用収益   7,000 掛金拠出     10,000 期首       84,000 

利息費用       8,000     退職給付費用   20,000 

数理計算上の差異    4,000    ∴20,000 期末        ∴94,000  
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９．ストック・オプション 

(借) 株 式 報 酬 費 用 3,150 (*1) (貸) 新 株 予 約 権 3,150  

(*1) (当期末権利確定見積2,200個×公正な評価単価＠4.5)×18ヶ月/36ヶ月－前期費用計上分1,800(*2)＝3,150 

(*2) (交付時権利確定見積2,400個×公正な評価単価＠4.5)×6ヶ月/36ヶ月＝1,800 

10．その他 

(1) 販売費の繰延べ 

(借) 未 払 販 売 費 2,000  (貸) 販 売 費 2,000  

(2) 配当金領収証(未処理事項の反映)  

(借) 現 金 預 金 1,000  (貸) 受 取 配 当 金 1,000  

11．税金等 

(1) 法人税，住民税及び事業税 

(借) 法人税，住民税及び事業税 27,000  (貸) 仮 払 法 人 税 等 20,000  

    未 払 法 人 税 等 ∴7,000  

(2) 税効果会計 

当期末と前期末の繰延税金資産の差額で法人税等調整額を算定するが，問題文中に将来の課税所得と相殺可能な将

来減算一時差異(回収可能な金額)が示されているため，将来の課税所得と相殺可能な将来減算一時差異に予定実効税

率を掛けたものが当期末の繰延税金資産となる。そのため，当該金額と前期末の繰延税金資産の差額が法人税等調整

額となる。なお，その他有価証券に係る一時差異は，法人税等調整額の算定上考慮しない。 

(借) 法 人 税 等 調 整 額 4,200  (貸) 繰 延 税 金 資 産 4,200 (*1)

(*1) 当期末繰延税金資産30,000(*2)－前期末繰延税金資産34,200(*3)＝△4,200 

(*2) 回収可能部分100,000×予定実効税率30％＝30,000 

(*3) (貸倒引当金3,000＋建物27,000＋退職給付引当金84,000)×予定実効税率30％＝34,200 
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問２の解答 

①  減価償却累計額：198,750 

⇒ 前T/B建物減価償却累計額135,000＋建物減価償却累計額当期増加額63,750(上記６.)＝198,750 

②  未経過リース料(貸借対照表日後1年を超えるリース期間に係るもの)：36,000 

⇒ 年額リース料18,000×2年(20X7年度および20X8年度分)＝36,000 

③  未認識数理計算上の差異の期末残高：71,000 

⇒ 20X3発生未認識数理計算上の差異期末残高32,000(*1)＋当期発生未認識数理計算上の差異期末残高

39,000(*2)＝71,000 

(*1) 未認識数理計算上の差異期首残高36,000－当期費用処理額4,000＝32,000 

(*2) 上記８.図参照 

④  繰延税金資産に係る評価性引当額：16,515 

⇒ 評価性引当額とは繰延税金資産のうち回収可能性が認められない金額をいいます。そのため，当期末の将来

減算一時差異合計額から，回収可能と認められる部分を控除した残額に予定実効税率を掛けたものが評価性

引当額となります。 

 貸 倒 引 当 金: 2,500(上記４.) 

 商 品: 3,800(上記２.) 

 建 物: 54,750(*3) 

 退職給付引当金: 94,000(上記８.図) 

当期末将来減算一時差異合計: 155,050 

回収可能部部分: △100,000 

 予定実効税率: ×30％ 

 評価性引当額: 16,515 

(*3) 税務上の建物簿価756,000(*4)－会計上の建物簿価701,250(*5)＝54,750 

(*4) 取得原価900,000－(取得原価900,000÷税法上耐用年数25年×経過年数4年)＝756,000 

(*5) (取得原価900,000－前T/B建物減価償却累計額135,000)－当期減価償却費63,750(上記６.)＝701,250 
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 会 計 学
 
【総 評】 

会計学の第 1 問では用語の穴埋め問題，第 2 問では外貨建通貨オプション，第 3 問では事業分離の個別上および連結上の会

計処理について出題されました。 

第 1 問は，用語の穴埋め問題でしたが，計算問題と絡んだ用語が数多く出題されていたため，理論の学習というよりは計算

の学習をきちんと行っていた方は難なく回答できた問題でした。埋没問題となるであろう第2問のことを考えるとここである

程度点数を確保しておきかったです。目標点としては4/5箇所の正答がほしいところです。 

第 2 問は外貨建通貨オプションについての様々な金額を答えるべき問題でしたが，難易度が非常に高く，この論点までおさ

えている受検生は皆無に等しいと考えられるため，埋没問題と考えて差し支えないでしょう。解答可能な箇所は一つもなく，

全てについて解答不能な問題と考えられるため，問題を見た瞬間に潔く諦めることができたか否かがポイントになります。そ

こで、浮いた時間を，第3問や商業簿記に充て，全体としての点数の底上げを図る必要がありました。 

最後の第 3 問は，事業分離について個別財務諸表上の金額および連結財務諸表上の金額算定問題でした。内容自体はテキス

トレベルの平易な内容ですので(特に個別財務諸表上の処理は)，確実に点数を確保したいところです。 

以上より，レックの公開している解答(配点)をベースに考えた場合，会計学全体では，第 1 問で4点以上，第 2 問は0点，第 

3 問で9点以上，合計13点以上得点したい問題でした。 

 

【解 説】 

第１問 

(1) 過去の財務諸表における誤謬の訂正を財務諸表に反映させることを（ イ．修正再表示 ）という。 
 

分 類 
会計上の取扱い 

遡及処理 内 容 

会計上の変更 

会計方針の変更 す る 遡及適用 

新たな会計方針を過去の財務諸表

に遡って適用していたかのように

会計処理する 

表示方法の変更 す る 
財務諸表の 

組替え 

新たな表示方法を過去の財務諸表

に遡って適用していたかのように

表示を変更する 

会計上の見積り 

の変更 
しない 

変更期間（変更期間のみに影響する場合）又は将

来の期間にわたり（将来の期間にも影響する場

合）会計処理を行う 

過去の誤謬の訂正 す る 修正再表示 
過去の財務諸表における誤謬の訂

正を財務諸表に反映する 
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(2) 耐用年数を異にする多数の多種資産につき平均耐用年数を用いて一括的に減価償却計算および記帳を行う方法，ま

たは耐用年数の等しい同種資産または，耐用年数は異なるが，物質的性質ないし用途等において共通性を有する数種

類の資産を１グループとし，各グループにつき平均耐用年数を用いて一括的に減価償却計算および記帳を行う方法を

（ ロ．総合償却 ）という。 
 

 個別償却 総合償却 

意 義 

原則として，個々の固定資産をそれぞ

れ別個の償却単位とし，個別的に減価

償却計算及び記帳を行う方法 

複数の固定資産をひとつの償却単位とし， 

一括的に減価償却計算及び記帳を行う方法 

特 徴 

個々の固定資産を償却単位として減価

償却額が認識されるため， 

当該資産の未償却残高が絶えず 

帳簿上明らかになる 

・ 企業の保有する固定資産の数が非常に多い場合には，

個別償却による計算は著しく煩雑になるが，総合償却に

よれば比較的簡便に行うことができる 

・ 個々の固定資産が相互に組み合わされ有機的一体とし

て収益獲得に貢献する場合には，収益と費用を合理的・

組織的に対応させることができる 

 

(3) 金融資産または金融負債を債権額または債務額と異なる金額で計上した場合において，当該差額に相当する金額を

弁済期または償還期に至るまで毎期一定の方法で取得原価に加減する方法を（ ハ．償却原価法 ）という。 

 

(4) キャッシュ・フロー計算書の「営業活動によるキャッシュ・フロー」の表示方法において，営業収入，原材料また

は商品の仕入れによる支出等，主要な取引ごとにキャッシュ・フローを総額表示する方法を（ 二．直接法 ）という。 
 

 直接法 間接法 

意 義 
主要な取引ごとに収入総額と 

支出総額を表示する方法 
純利益に必要な調整項目を加減して表示する方法 

表示方法 

営業収入、原材料又は商品の仕入れに

よる支出等、主要な取引ごとにキャッ

シュ・フローを総額表示する 

税金等調整前当期純利益に非資金損益項目、営業活

動に係る資産及び負債の増減、「投資活動によるキャッ

シュ・フロー」及び「財務活動によるキャッシュ・フ

ロー」の区分に含まれる損益項目を加減して表示する 

論 拠 

直接法による表示方法は、営業活動に

係るキャッシュ・フローが総額で表示

される点に長所が認められる 

・ 直接法により表示するためには親会社及び子会社

において主要な取引ごとにキャッシュ・フローに関

する基礎データを用意することが必要であり、実務

上手数を要する 

・ 間接法による表示方法も、純利益と営業活動に係る

キャッシュ・フローとの関係が明示される点に長所

が認められる 

 

(5) 複数の資産または資産グループの将来キャッシュ・フローの生成に寄与する資産のうち，のれん以外のものを（ ホ．

共用資産 ）という。 
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第２問 (単位：千円) 

本問では，設問３において通貨オプションの本源的価値と時間的価値を分けて考える必要があるため，本源的価値と時間

的価値を区分せずに一括して処理する方法と本源的価値と時間的価値を区分して処理する方法とに分けて仕訳を示す。なお，

本源的価値とは，今現在権利行使した場合どれだけの利益が出るか，すなわち，現在の市場価値を比較した場合のオプショ

ンの価値を示す。一方，時間的価値とは，今後の為替相場の動きを予想して，期日までにどれだけの利益が発生するのかを

予測して見積もった価値を示す。そのため，オプション購入時点においては，本源的価値はゼロになり(直物レートと行使

価格が同額であるから)，決済日時点における時間的価値はゼロになる(期日を迎えたため将来に利益を生む期待はなくなっ

たから)。 

１．時間的価値の区分処理を行わず一括して処理する方法 

(1)  オプション購入日(現金預金で購入したと仮定) 

(借) 通 貨 オ プ シ ョ ン 380 (*1) (貸) 現 金 預 金 380 

(*1) ＠3.8円×100,000ドル＝380 

(2)  決算日 

(借) 通 貨 オ プ シ ョ ン 390 (*1) (貸) 繰 延 ヘ ッ ジ 損 益 390 

(*1) (決算日オプション価格＠7.70－オプション購入価格@3.8)×100,000ドル＝390 

(3)  輸出日 

① 売上の計上(掛売上を仮定) 

(借) 売 掛 金 11,100 (*1) (貸) 売 上 高 11,100 

(*1) 100,000ドル×直物レート111円/ドル＝11,100 

② 通貨オプションの時価評価 

(借) 繰 延 ヘ ッ ジ 損 益 280 (*1) (貸) 通 貨 オ プ シ ョ ン 280 

(*1) (輸出日オプション価格＠4.90－決算日オプション価格@7.70)×100,000ドル＝△280 

③ 繰延ヘッジ損益の売上高への振替 

(借) 繰 延 ヘ ッ ジ 損 益 110  (貸) 売 上 高 110 

(4)  決済日 

① 入金 

(借) 現 金 預 金 10,900 (*1) (貸) 売 掛 金 11,100 

 為 替 差 損 ∴200     

(*1) 100,000ドル×直物レート109円/ドル＝10,900 

② 通貨オプションの差金決済 

(借) 現 金 預 金 600 (*1) (貸) 通 貨 オ プ シ ョ ン 490 

     為 替 差 益 ∴110 

(*1) (行使価格115円/ドル－決済日直物レート109円/ドル)×100,000ドル＝600 

２．時間的価値を区分処理する方法 

(1)  オプション購入日(現金預金で購入したと仮定) 

(借) 通 貨 オ プ シ ョ ン 380 (*1) (貸) 現 金 預 金 380 

(*1) ＠3.8円×100,000ドル＝380 

(2)  決算日 

(借) 通 貨 オ プ シ ョ ン 390 (*1) (貸) 繰 延 ヘ ッ ジ 損 益 500(*3) 

 為 替 差 損 110 (*2)    

(*1) オプション全体の時価の増加：(決算日オプション価格＠7.70－オプション購入価格@3.8)×100,000ドル＝390 

(*2) 時間価値の減少：(決算日時間的価値＠2.70－オプション購入日時間的価値@3.8)×100,000ドル＝△110 

(*3) 本源的価値の増加：(オプション購入日直物レート115円/ドル－決算日直物レート110円/ドル)×100,000ドル 

＝500 
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(3)  輸出日 

① 売上の計上(掛売上を仮定) 

(借) 売 掛 金 11,100 (*1) (貸) 売 上 高 11,100 

(*1) 100,000ドル×直物レート111円/ドル＝11,100 

② 通貨オプションの時価評価 

(借) 為 替 差 損 180 (*2) (貸) 通 貨 オ プ シ ョ ン 280(*1) 

 繰 延 ヘ ッ ジ 損 益 100 (*3)    

(*1) オプション全体の時価の減少：(決算日オプション価格＠7.70－輸出日オプション価格@4.9)×100,000ドル＝280 

(*2) 時間価値の減少：(決算日時間的価値＠2.70－オプション購入日時間的価値@0.90)×100,000ドル＝180 

(*3) 本源的価値の減少：(決算日直物レート110円/ドル－輸出日直物レート111円/ドル)×100,000ドル＝△100 

③ 繰延ヘッジ損益の売上高への振替 

(借) 繰 延 ヘ ッ ジ 損 益 400  (貸) 売 上 高 400 

(4)  決済日 

① 入金 

(借) 現 金 預 金 10,900 (*1) (貸) 売 掛 金 11,100 

 為 替 差 損 ∴200     

(*1) 100,000ドル×直物レート109円/ドル＝10,900 

② 通貨オプションの差金決済 

(借) 現 金 預 金 600 (*1) (貸) 通 貨 オ プ シ ョ ン 490 

     為 替 差 益 ∴110 

(*1) (行使価格115円/ドル－決済日直物レート109円/ドル)×100,000ドル＝600 

 

解答数値の算定 

設問１：770 ⇒ 決算日における通貨オプション価格770(＝オプション購入日通貨オプション380＋決算日までに

おける増加分390(上記１.(2))) 

設問２：11,210 ⇒ 11,100(上記１.(3)①)＋110(上記１.(3)③)＝11,210 

設問３ 問１：△90 ⇒ △200(上記１.(4)①)＋110(上記１.(4)②)＝△90 

設問３ 問２：△270 ⇒ △180(上記２.(3)②)＋△200(上記２.(4)①)＋110(上記２.(4)②)＝△270 
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第３問 (単位：千円) 

Ｐ社が甲事業をＳ社へ移転することにより，Ｐ社はＳ社株式150株を取得する。これによりＰ社におけるＳ社株式の持分割

合が60％となるため，Ｓ社はＰ社の子会社となる。 

 設問１ 

分離先企業Ｓ社が子会社となるため、事業分離後も投資が継続しているものとみなし、受取対価である「分離先企業Ｓ社の

株式」を移転事業に係る株主資本相当額により計上し、移転損益は認識しない。 

(借) 甲 事 業 負 債 2,000 (*1) (貸) 甲 事 業 資 産 15,000(*1) 

 Ｓ 社 株 式 13,000 (*2)    

(*1) Ｐ社における帳簿価額 

(*2) 甲事業に係る株主資本相当額：甲事業資産15,000－甲事業負債2,000＝13,000 

 

 設問２ 

Ｐ社が企業結合後のＳ社の議決権比率の60％を占めており、Ｐ社を取得企業とする取得（逆取得）に該当する。したがって、

移転事業に係る資産及び負債を移転前に移転元（分離元企業Ｐ社）において付されていた適正な帳簿価額により計上し、増加

資本は払込資本として処理する。 

(借) 甲 事 業 資 産 15,000 (*1) (貸) 甲 事 業 負 債 2,000(*1) 

     資 本 金 5,200(*2) 

     資 本 剰 余 金 ∴7,800 

(*1) Ｐ社における帳簿価額 

(*2) (甲事業資産15,000－甲事業負債2,000)×40％＝5,200 

  解答数値：Ｓ社事業分離前資本金7,000＋事業分離による資本金増加額5,200＝12,200 

 

 設問３ 

連結上は，Ｐ社がＳ社の60％を時価で取得したと考えて，パーチェス法を適用するのと同時に，甲事業の40％を時価で非支

配株主に売却したと考える。 

(1) Ｐ社がＳ社の60％を時価で取得したと考えて，パーチェス法を適用 

(借) 諸 資 産 11,000 (*1) (貸) 諸 負 債 2,000(*1) 

 の れ ん ∴300   支 払 対 価 5,700(*2) 

     非 支 配 株 主 持 分 3,600(*4) 

(*1) 事業分離日(支配獲得時)における時価 

(*2) 分離先企業に対するみなし投資額：Ｓ社の時価9,500(*3)×取得持分60％＝5,700 

(*3) 事業分離前Ｓ社発行済株式総数100株×＠95＝9,500 

(*4) 事業分離前Ｓ社資本9,000×非支配株主持分40％＝3,600 

(2) 甲事業の40％を時価で非支配株主に売却 

(借) 受 取 対 価 5,700 (*1) (貸) 非 支 配 株 主 持 分 5,200(*2) 

     資 本 剰 余 金 ∴500 

(*1) みなし事業移転額：Ｓ社の60％と甲事業の40％を等価交換したと考え，支払対価5,700から受取対価を推定する。 

(*2) 甲事業の帳簿価額13,000(*3)×甲事業に関するＰ社持分減少額40％＝5,200 

(*3) 甲事業資産帳簿価額15,000－甲事業負債帳簿価額2,000＝13,000 
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解答数値の算定 

    問題に示されている事業移転直前のＰ社個別貸借対照表に，上記設問３の連結財務諸表上の仕訳を反映させることに

より，事業移転後の連結貸借対照表を作成することができる。 

 

諸資産：41,000 ⇒ Ｐ社諸資産30,000＋Ｓ社諸資産11,000(上記(1))＝41,000 

甲事業資産：15,000 ⇒ 事業移転直前のＰ社個別貸借対照表 

のれん：300 ⇒ 上記(1) 

諸負債：12,000 ⇒ Ｐ社諸負債10,000＋Ｓ社諸負債2,000(上記(1))＝12,000 

甲事業負債：2,000 ⇒事業移転直前のＰ社個別貸借対照表 

資本金：30,000 ⇒ 事業移転直前のＰ社個別貸借対照表 

資本剰余金：2,500 ⇒ Ｐ社資本剰余金2,000＋500(上記(2))＝2,500 

利益剰余金：1,000 ⇒ 事業移転直前のＰ社個別貸借対照表 

非支配株主持分：8,800 ⇒ 3,600(上記(1))＋5,200(上記(2))＝8,800 
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第 146 回 解  答 －工業簿記・原価計算－

工 業 簿 記

 

第 1問 

問 1  

 

問 2 

 

問 3 

予 算 差 異 ☆ 100,000 円 ( 借方 ・ 貸方 ) 差異 

(注) (  ) 内は「借方」か「貸方」のいずれかを○で囲みなさい。 

操業度差異  ☆ 20,000 円  ( 借方 ・ 貸方 ) 差異 

(注) (  ) 内は「借方」か「貸方」のいずれかを○で囲みなさい。 

 

問 4 

① ☆ 73,750 

② ☆ 4,197,000 

③ ★ 333,000 

④ ☆ 4,223,000 

⑤ ☆ 78,550 

 

問 5 

① ★ 218,295 

② ★ 231 

③ ★ 357 

 

第 2 問 

① 複数基準配賦法 活動基準原価計算 階梯式配賦法 変動予算 直接原価計算 

② 活動ドライバー 資源ドライバー 能力 進捗度 基準操業度 

③ 活動ドライバー 資源ドライバー 消費能力 進捗度 実際消費 

④ 直接材料費 直接労務費 直接経費 製造直接費 加工費 

⑤ 直接材料費 直接経費 製造直接費 製造間接費 加工費 

 

☆各２点、★各１点 

☆ 1,540,500 円 

 

☆ 1,340,000 円 
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第 146 回 解  答 －工業簿記・原価計算－ 

 

原 価 計 算

 

第 1問 

① ★ 活動基準原価計算 

② ☆ 販売費 

③ ☆ コスト・ドライバー 

④ ★ Ｙ 

⑤ ★ 40 

⑥ ★ Ｚ 

⑦ ★ Ｘ 

⑧ ★ Ｙ 

⑨ ☆ 87,000 

⑩ ☆ 15 

 

第 2 問 

    ☆★  ② ④        

 

 

第 3 問 

問 1 
① ☆  280,000 円 

② ☆   20,000 円 

問 2 
③ ☆  120,000 円 

④ ☆   80,000 円 

 

 

☆各２点、★各１点 
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工 業 簿 記

【総評】 

第 146 回本試験の工業簿記では，第 1問において部門別計算が出題されました。問 1～問 3 では，補助部

門費の配賦，正常配賦額の算定，製造間接費配賦差異の内訳分析が問われており，どれも基本的なものであ

るため，完答することも可能な内容です。ここでのケアレスミスは，芋づる式に間違いが連鎖することにな

りますから，慎重な解答が求められます。また，問 4 では，勘定連絡図の推定が問われており，やや解きづ

らさはあるものの，落ち着いて状況整理していけば部分点は取ることができます。そして，最後の問 5 では，

連立方程式法が問われていますが，計算結果を問うのではなく，計算過程が問われるという変則的な内容と

なっており，数式の変形も求められるため，数学的なセンスが少し必要となります。解けなくても合否には

影響が出ない問題であるため，実践的には飛ばして，他の問題に浮いた時間を充当するのが正しい時間配分

だったと言えるでしょう。 

続いて，第 2問ですが，空欄①～③は複数基準配賦法の知識を問う内容となります。問われている論点さ

え分かれば，空欄に記入される用語選択で悩むことは無いと思われるため，確実に正答したいところです。

空欄④～⑤は，原価計算基準 34 からの出題であり，純粋に知っているか知らないかの知識問題であるため，

受験生間で差が付く内容かと思われます。近年の試験では，原価計算基準の穴埋め問題の出題頻度が高まっ

ているため，出題自体は予定調和であったと言えます。 

以上のことを総括すると，第 1問問 1～問 3 を完答し，問 4 は部分点を稼ぐ，第 2 問は空欄①～③を正解

できれば少し余裕をもって合格を狙えたのではないかと思われます。 

 

【解説】（単位：円） 

第 1問 部門別計算 

問 1 正常配賦額（予定配賦額） 

     第 1 製造部正常配賦額：＠750（予定配賦率）×1,190 時間（製品Ａ実際直接作業時間） 

               ＝892,500 

     第 2 製造部正常配賦額：＠800（予定配賦率）× 810 時間（製品Ａ実際直接作業時間） 

               ＝648,000 

     合 計：1,540,500 

 

問 2 第 1製造部の実際発生額 

相互配賦法（簡便法）を適用して，補助部門費配賦後の第 1製造部費を算定する。なお，計算にあ

たり，動力部費の配賦基準に注意が必要である。配賦基準は，動力消費量（ｋＷ時間）とあるため，

動力定格出力に実際動力運転時間を乗じて求める必要がある。 

 

1 部門費（第一次集計額） 

  部門個別費と部門共通費を合算し，部門費（第一次集計額）を算定する。 

 

 第 1 製造部 第 2製造部 修繕部 動力部 事務部 

部門個別費  343,808  540,792 122,000 105,500  87,900 

部門共通費  770,000  500,000 120,000  90,000 120,000 

部 門 費 1,113,808 1,040,792 242,000 195,500 207,900 
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2 補助部門費の配賦 

    ⑴ 動力部費の配賦基準 

      動力定格出力に実際動力運転時間を乗じて動力部費の配賦基準を算定する。 

      第 1 製造部：2ｋＷ×15 時間＝30ｋＷ時間 

      第 2 製造部：5ｋＷ× 9 時間＝45ｋＷ時間 

      修 繕 部：1ｋＷ×10 時間＝10ｋＷ時間 

      合 計：85ｋＷ時間 

 

    ⑵ 補助部門費の配賦基準の整理 

 第 1 製造部 第 2製造部 修繕部 動力部 事務部 合 計 

従 業 員 数 40 人 30 人 20 人 10 人 5 人 105 人

動力消費量 30ｋＷ時間 45ｋＷ時間 10ｋＷ時間 ― ― 85ｋＷ時間

修 繕 時 間 4 時間 16 時間 0 時間 2 時間 ― 22 時間

 

    ⑶ 補助部門費の配賦 

      相互配賦法（簡便法）を適用して，補助部門費の配賦を行う。なお，事務部費は従業員数，動力

部費は動力消費量，修繕部費は修繕時間を基準に配賦する。 

 

 
補助部門費配賦表 

第 1製造部 第 2製造部 修繕部 動力部 事務部 

部門費 1,113,808 1,040,792 242,000 195,500 207,900

事務部 (*1) 83,160   62,370  41,580  20,790 △207,900

動力部  (*2) 69,000  103,500  23,000 △195,500 ― 

修繕部  (*3) 44,000  176,000 △242,000  22,000 ― 

小 計 1,309,968 1,382,662 64,580 42,790 0

動力部 (*4) 17,116 25,674  

修繕部 (*5) 12,916 51,664  

合 計 1,340,000 1,460,000  

     （*1） 207,900÷（105 人－5 人）×40 人 

     （*2） 195,500÷85ｋＷ時間×30ｋＷ時間 

（*3） 242,000÷22 時間×4時間 

（*4） 42,790÷（30ｋＷ時間＋45ｋＷ時間）×30ｋＷ時間 

（*5） 64,580÷（4時間＋16 時間）×4 時間 
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問 3 予算差異と操業度差異  

製造間接費配賦差異の内訳を，予算差異と操業度差異とに分析する。なお，本問では，資料上，各

部門費における変動費と固定費の内訳が不明であるため，固定予算を用いた分析を行うことに留意す

る。なお，以下では，解答として求められている第 2製造部だけでなく，参考として第 1 製造部に関

する差異分析も示しておく。 

    

1 第 2 製造部の差異分析 

⑴ 固定予算 

 ① 月間基準操業度 

20,400 時間（年間正常直接作業時間）÷12 ヶ月＝1,700 時間 

     ② 固定予算 

＠800（予定配賦率）×1,700 時間（月間基準操業度）＝1,360,000 

 

⑵ 製造間接費配賦差異の内訳分析 

     ① 予算差異 

1,360,000（予算許容額）－1,460,000（実際発生額）＝－100,000（借方） 

     ② 操業度差異 

       ＠800（予定配賦率）×{(*)1,725 時間（実際操業度）－1,700 時間（基準操業度）} 

＝20,000（貸方） 

  あるいは，＠800×(*)1,725 時間－1,360,000 円＝20,000（貸方） 

（*） 810 時間（製品Ａ直接作業時間）＋915 時間（製品Ｂ直接作業時間） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

実際発生額 

1,460,000 

 1,725 時間 1,700 時間 

 (実際) (基準) 

＠800 

固定予算 

1,360,000 

予算差異：100,000(借方) 

操業度差異：20,000(貸方)

正常配賦額：1,380,000
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2 第 1 製造部の差異分析（参考） 

⑴ 固定予算 

 ① 月間基準操業度 

21,600 時間（年間正常直接作業時間）÷12 ヶ月＝1,800 時間 

     ② 固定予算 

＠750（予定配賦率）×1,800 時間（月間基準操業度）＝1,350,000 

 

⑵ 製造間接費配賦差異の内訳分析 

     ① 予算差異 

1,350,000（予算許容額）－1,340,000（実際発生額）＝10,000（貸方） 

     ② 操業度差異 

           ＠750（予定配賦率）×{(*)1,795 時間（実際操業度）－1,800 時間（基準操業度）} 

＝－3,750（借方） 

  あるいは，＠750×(*)1,795 時間－1,350,000 円＝－3,750（借方） 

（*） 1,190 時間（製品Ａ直接作業時間）＋605 時間（製品Ｂ直接作業時間） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

3 まとめ 

 第 1 製造部 第 2製造部 

①予算差異 10,000（貸方） 100,000（借方） 

②操業度差異 3,750（借方） 20,000（貸方） 

③製造間接費配賦差異（＝①＋②） 6,250（貸方） 80,000（借方） 

 

実際発生額 

1,340,000 

 1,795 時間 1,800 時間 

 (実際) (基準) 

＠750 

固定予算 

1,350,000 

予算差異：10,000(貸方) 

操業度差異：3,750(借方)

正常配賦額：1,346,250
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問 4 勘定連絡図の穴埋め  

1 製造間接費勘定の推定（空欄①） 

  第 1 製造部と第 2製造部の製造間接費配賦差異の合計を求めればよい。 
 

第 1製造部製造の間接費配賦差異  6,250 

第 2 製造部製造の間接費配賦差異  －80,000 

計  －73,750 

 

  あるいは，以下のように，第 1製造部と第 2製造部からの正常配賦額（予定配賦額）から，製造間

接費合計（製造間接費勘定の借方合計）を控除することで計算することもできる。 

  

⑴ 正常配賦額（予定配賦額） 

1,346,250（第 1製造部正常配賦額）＋1,380,000（第 2製造部正常配賦額）＝2,726,250 

 

⑵ 製造間接費合計（製造間接費勘定の借方合計） 

1,113,808（第 1製造部）＋1,040,792（第 2 製造部）＋242,000（修繕部）＋195,500（動力部）   

  ＋207,900（事務部）＝2,800,000 

 

⑶ 製造間接費配賦差異の合計（＝⑴－⑵） 

2,726,250－2,800,000＝－73,750 

 

製 造 間 接 費 

間接材料費 250,000 予定配賦額 2,726,250 

間接労務費 ？ 配 賦 差 異 73,750 

間 接 経 費 ？    

 2,800,000  2,800,000 

 



 

21 

第 146 回 解  説 －工業簿記・原価計算－ 

2 仕掛品勘定の推定 

 ⑴ 月末仕掛品原価（空欄③） 

   120,000（製品Ａ）＋213,000（製品Ｂ）＝333,000 

 

 ⑵ 完成品原価（空欄②） 

 ① 総製造費用（仕掛品勘定の借方合計） 

   199,750（前月繰越）＋900,000（直接材料費）＋704,000（直接労務費） 

＋2,726,250（製造間接費正常配賦額）＝4,530,000 

 ② 完成品原価 

       4,530,000（総製造費用）－333,000（月末仕掛品原価）＝4,197,000 

 

仕 掛 品 

前 月 繰 越 199,750 完成品原価 4,197,000 

直接材料費 900,000 次 月 繰 越 333,000 

直接労務費 704,000    

製造間接費 2,726,250  

 4,530,000  4,530,000 

 

3 売上原価勘定の推定 

    ⑴ 販売された製品の原価（空欄④） 

     ① 月初製品原価 

  290,000（製品Ａ）＋43,800（製品Ｂ）＝333,800 

     ② 月末製品原価 

       180,000（製品Ａ）＋127,800（製品Ｂ）＝307,800 

     ③ 販売された製品の原価 

  333,800（月初製品原価）＋4,197,000（完成品原価）－307,800（月末製品原価）＝4,223,000 

 

    ⑵ 原価差異（空欄⑤） 

 4,301,550（貸方合計）－4,223,000（販売された製品の原価）＝78,550 

なお，本問では，冒頭の文章にある通り，予定消費賃率を用いて直接労務費を計算しているため

賃率差異が生じているはずであるが，実際直接労務費が不明であるため，その金額を算定すること

ができない。そのため，売上原価に賦課される原価差異を直接的に算定することはできないため，

売上原価勘定の貸借差額で算定せざるをえない。 

 

売 上 原 価 

製   品 4,223,000 完成品原価 4,301,550 

原 価 差 異 78,550    

 4,301,550  4,301,550 
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問 5 相互配賦法（連立方程式法） 

     自家消費を考慮した場合の相互配賦法（連立方程式法）に基づく計算が問われている。自家消費に 

関しては，考慮しても考慮しなくても終局的には計算結果は同じとなるが，計算過程は異なることに 

注意が必要である。本問では，まさに計算過程が問われているため，自家消費を考慮した連立方程式 

を組む必要がある。 

 

1 補助部門費配賦割合 

 第 1 製造部 第 2製造部 修繕部 動力部 事務部 合 計 

従 業 員 数 
40

105
 

30

105
 

20

105
 

10

105
 

5

105
 

105

105
 

動力消費量 
30

85
 

45

85
 

10

85
 ― ― 

85

85
 

修 繕 時 間 
4

22
 

16

22
 ― 

2

22
 ― 

22

22
 

 

2 事務部から配賦すべき総額に着目（空欄①） 

     事務部において，自家消費が従業員 5 人分生じているため，それを加味して方程式を立てる。 

     Ｘ＝207,900＋
5

105
Ｘ → Ｘを左辺にまとめる 

     
100

105
Ｘ＝207,900   → 両辺に

105

100
を乗じる 

     Ｘ＝218,295 

 

事 務 部 

部 門 費 207,900 第 1 製造部 (*1) 83,160 

自 家 消 費 10,395 第 2 製造部 (*2) 62,370 

  修 繕 部 (*3) 41,580 

 動 力 部 (*4) 20,790 

 事 務 部 (*5) 10,395 

 218,295  218,295 

 

 

(*1) 218,295×
40

105
  (*2) 218,295×

30

105
 

(*3) 218,295×
20

105
  (*4) 218,295×

10

105
  (*5) 218,295×

5

105
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3 動力部から配賦すべき総額に着目（空欄②） 

     Ｙ＝195,500＋
10

105
Ｘ＋

2

22
Ｚ     → 文字式を左辺にまとめる 

     －
10

105
Ｘ＋Ｙ－

2

22
Ｚ＝195,500   → 両辺に

105

10
を乗じる 

     －Ｘ＋
105

10
Ｙ－

210

220
Ｚ＝2,052,750 → 両辺に 22 を乗じる 

     －22Ｘ＋231Ｙ－21Ｚ＝45,160,500 

      

4 修繕部から配賦すべき総額に着目（空欄③） 

     Ｚ＝242,000＋
20

105
Ｘ＋

10

85
Ｙ   → 文字式を左辺にまとめる 

    －
20

105
Ｘ－

10

85
Ｙ＋Ｚ＝242,000   → 両辺にを

105

20
乗じる 

    －Ｘ－
105

170
Ｙ＋

105

20
Ｚ＝1,270,500 → 両辺に 68 を乗じる 

    －68Ｘ－42Ｙ＋357Ｚ＝86,394,000 

 

5 連立方程式まとめ 

Ｘ ＋   0  Ｙ ＋   0  Ｚ ＝ ①218,295 

     －22Ｘ ＋  ②231 Ｙ ＋  －21  Ｚ ＝ 45,160,500 

     －68Ｘ ＋     42   Ｙ ＋  ③357 Ｚ ＝ 86,394,000 

 

第 2問 部門別計算の理論・個別原価計算における原価分類 

  ⑴ 複数基準配賦法が問われており，変動費は関係部門の用役消費量，固定費は関係部門の用役消費能力

に基づいて配賦を行う。補助部門における変動費と固定費とでは，発生原因が異なるため，それぞれを

因果性のある基準によって配賦を行う。 

   

  ⑵ 原価計算基準 34 からの出題であり，個別原価計算における例外的な原価分類の方法が規定されてい

る。個別原価計算では，製造直接費と製造間接費に原価分類することが，製品原価の計算において必須

であるが，労働が機械作業と密接に結合して総合的な作業となっているような場合，直接労務費と製造

間接費を区別することが困難となる。そのような生産環境を想定して，基準では，直接労務費と製造間

接費を合算し，加工費という形で捉え直し，加工費を製造指図書へ配賦するという計算を行う。 
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原 価 計 算

【総評】 

第 146 回本試験の原価計算では，第 1問において活動基準原価計算が出題されました。内容的には非常に

平易なものであり，単純な掛け算・割り算を繰り返すのみですから，完答したい問題です。次の，第 2問で

は，価格決定に関する理論的な理解を問う内容であり，こちらについては，すべての選択肢の正誤判断を正

確に行えた方は少ないと思われます。具体的な配点は不明ですが，仮に，完答しなければ点数が付かないの

であれば，本問の出来は合否に影響を与えない問題であると言えます。最後に，第 3問では，原価維持（標

準原価計算を用いた設備管理）からの出題です。十数年ぶりの出題ということで，十分な対策が取れていた

方は殆どいないと思われますが，実は解いて見れば簡単な計算問題であるため，知らないなりに試行錯誤し

て着手できた方は，正答できたかもしれません。 

以上のことを総括すると，第 1問で高得点をとり，第 2 問と第 3問で部分点を取ることができれば，十分

に合格を狙える内容です。 

   

【解説】（単位：千円） 

第 1問 活動基準原価計算（ＡＢＣ） 

1 理論問題（空欄①～③） 

活動基準原価計算は，原価計算対象（製品や顧客）が活動を消費し，活動が資源を消費するという基

本思考のもと，製造間接費や販管費等を精緻に集計する原価計算方法である。本問では，営業費，すな

わち，販売費と一般管理費の合計を顧客に割当てる計算を行っている。活動基準原価計算では，通常，

配賦という表現をとらず，割当てという表現を用いるのが一般的であるが，本文に即するならば，配賦

基準として，原価発生額を変化させる原因となる変数，すなわちコスト・ドライバー（原価ドライバー）

を用いた計算を行う。 

  

2 計算問題（空欄③～⑩） 

⑴ 営業費の割当て 

コスト・ドライバーを用いて，活動原価を原価計算対象である顧客に割当てる。 

     

    ① 顧客別活動データの整理 

活 動 Ｘ社 Ｙ社 Ｚ社 合 計 

受 注 処 理 300 時間 400 時間 200 時間 900 時間 

定 期 運 送 20 回 15 回 40 回 75 回 

緊 急 運 送 0 回 2 回 1 回 3 回 

商談・訪問 40 時間 60 時間 40 時間 140 時間 

販 売 管 理 10 品目 50 品目 20 品目 80 品目 

情 報 処 理 40 枚 70 枚 50 枚 160 枚 

管 理 業 務 2 人 5 人 3 人 10 人 
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    ② 活動原価の割当て 

活 動 Ｘ社 Ｙ社 Ｚ社 合 計 

受 注 処 理 (*1)  4,500 6,000 3,000 13,500 

定 期 運 送 (*2) 12,000 9,000 24,000 45,000 

緊 急 運 送 (*3)    0 8,000 4,000 12,000 

商談・訪問 (*4) 28,000 42,000 28,000 98,000 

販 売 管 理 (*5)   6,000 30,000 12,000 48,000 

情 報 処 理 (*6)   4,000 7,000 5,000 16,000 

管 理 業 務 (*7) 14,000 35,000 21,000 70,000 

合 計 68,500 137,000 97,000 302,500 

   (*1) 13,500（受注処理活動原価）÷900 時間（受注処理時間）×300 時間 

   (*2) 45,000（定期運送活動原価）÷75 回（運送回数）×20 回 

   (*3) 12,000（緊急運送活動原価）÷3 回（運送回数）×0 回 

   (*4) 98,000（商談・訪問活動原価）÷140 時間（商談時間）×40 時間 

   (*5) 48,000（緊急運送活動原価）÷80 品目（品目数）×10 品目 

   (*6) 16,000（情報処理活動原価）÷160 枚（伝票枚数）×40 枚 

   (*7) 70,000（管理業務活動原価）÷10 人（販売員数）×2 人 

 

⑵ 顧客別損益計算書の作成 

 Ｘ社 Ｙ社 Ｚ社 合 計 

売 上 高 342,500 342,500 485,000 1,170,000 

売 上 原 価 191,800 171,250 266,750 629,800 

売上総利益 150,700 171,250 218,250 540,200 

営 業 費 68,500 137,000 97,000 302,500 

営 業 利 益 82,200 34,250 121,250 237,700 

 

⑶ 顧客別損益計算書の分析 

    ① 売上高に対する営業費の割合（売上高営業費率） 

 Ｘ社： 68,500（営業費）÷342,500（売上高）＝20％ 

 Ｙ社：137,000（営業費）÷342,500（売上高）＝40％ 

 Ｚ社： 97,000（営業費）÷485,000（売上高）＝20％ 

  よって，最も高いのはＹ社（空欄④）であり，その割合は 40％（空欄⑤）である。 

    ② 売上高に対する営業利益の割合（売上高営業利益率） 

 Ｘ社： 82,200（営業利益）÷342,500（売上高）＝24％ 

 Ｙ社： 34,250（営業利益）÷342,500（売上高）＝10％ 

 Ｚ社：121,250（営業利益）÷485,000（売上高）＝25％ 

よって，大きい順にＺ社（空欄⑥），Ｘ社（空欄⑦），Ｙ社（空欄⑧）の順であり，Ｚ社とＹ社の

営業利益の差は(*1)87,000 千円（空欄⑨）であり，売上高営業利益率の差は(*2)15％ポイント（空欄

⑩）である。 

 (*1) 121,250（Ｚ社営業利益）－34,250（Ｙ社営業利益） 

 (*2) 25％（Ｚ社営業利益率）－10％（Ｙ社営業利益率） 
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第 2問 価格決定 

1 理論問題（空欄①～③） 

⑴ コスト・ベースの価格決定方式（空欄①） 

販売価格の決定方法には，原価に利益を加算して決定する方法（コスト・ベースの価格決定方式）

と，顧客がいくらで購入してくれるのかという観点から決定する方法（マーケット・ベースの価格決

定方式）がある。市場に参入している企業が少ない場合や公共性の高い企業であれば，価格決定の主

導権を企業側が持っているため，コスト・ベースの価格決定アプローチが採られることがある。した

がって，選択肢①は正解である。 

 

⑵ マーケット・ベースの価格決定方式（空欄②，③） 

マーケット・ベースの価格決定方式では，市場で販売価格が決まると考えるため，販売価格から目

標利益を控除した目標原価を達成できるように企業は原価管理，業績管理を行う。このように市場で

形成される販売価格を与件として，目標原価を算定する方法を，市価主導型の原価計算と呼ぶが，計

算される原価は，科学的・統計的調査により計算される標準原価でなく，目標原価であるため，選択

肢②は誤りで，選択肢③が正解である。 

 

2 計算問題 

⑴ 空欄④ 

 求める販売価格をＸとおき，総原価 1,400 円の時，売上高営業利益率 20％を達成するためのＸを算

定する。 

 Ｘ円－1,400 円＝Ｘ×20％ 

 Ｘ＝1,750 円 

    よって，販売価格が 1,750 円の時，売上高営業利益率 20％を達成することができるため，選択肢④

は誤りである。 

 

⑵ 空欄⑤ 

 マークアップ率（付加利益率）とは，原価に対する加算割合のことであり，求めるマークアップ率

をＸとおき，売上高営業利益率 20％を達成するためのＸを算定する。 

 2,400 円×（1＋Ｘ）－2,400 円＝2,400 円×（1＋Ｘ）×20％ 

     Ｘ＝25％ 

     よって，総原価が 2,400 円の時，マークアップ率 25％であれば売上高営業利益率 20％を達成する

ことができるため，選択肢⑤は正解である。 

 

  マークアップ

600 円 

営業利益率 

20％ 
販売価格 

3,000 円 

  

25％ 
  

総原価 

2,400 円 
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第 3問 設備総合効率 

問 1 能率差異の内訳分析 

1 各種時間の整理 

⑴ 標準稼働時間 

   2.00 分/個（理論サイクル・タイム）×5,600 個（当月投入量）＝11,200 分 

 

⑵ 速度低下ロス時間 

   ｛2.05 分/個（実際サイクル・タイム）－2.00 分/個（理論サイクル・タイム）｝×5,600 個 

   ＝280 分 

 

⑶ チョコ停ロス時間 

   11,500 分（実際稼働時間）－｛11,200 分（標準稼働時間）＋280 分（速度低下ロス時間）｝ 

  ＝20 分 

 

⑷ 時間まとめ 

    速度低下ロス時間とチョコ停ロス時間の合計が能率差異となり，段取替ロス時間と故障・停止ロ

ス時間の合計が操業度差異となる。 

 

勤務時間 

12,800 分 

計画停止時間 800 分    

就業時間 12,000 分 

（基準操業度） 

段取替ロス時間  300 分   

故障・停止ロス時間 200 分   

実際稼働時間 11,500 分 

速度低下ロス時間 280 分

チョコ停ロス時間  20 分

標準稼働時間   11,200 分

 

2 能率差異の内訳 

    ⑴ 標準配賦率 

     ① 固定費率 

4,800,000 円（月間固定加工費）÷12,000 分（基準操業度）＝＠400 円 

     ② 標準配賦率 

＠600 円（変動費率）＋＠400 円（固定費率）＝＠1,000 円 

   

  ⑵ 速度低下ロス差異 

      ＠1,000 円（標準配賦率）×280 分（速度低下ロス時間）＝280,000 円（不利差異） 

 

  ⑶ チョコ停ロス差異 

      ＠1,000 円（標準配賦率）×20 分（チョコ停ロス時間）＝20,000 円（不利差異） 
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問 2 操業度差異の内訳分析 

   1 段取替ロス差異 

     ＠400 円（固定費率）×300 分（段取替ロス時間）＝120,000 円（不利差異） 

 

   2 故障・停止ロス差異 

     ＠400 円（固定費率）×200 分（故障・停止ロス時間）＝80,000 円（不利差異） 

 

    

以下，参考として，シュラッター図を示しておくので，必要に応じて上記の分析との関係を整理する際

に用いて欲しい。 

 

 
実際発生額 

11,158,000 円

11,700,000 円 

 11,500 分 12,000 分

 (実際) (基準) 

変動予算 

＠600 円 

↓ 

↑ 

＠400 円 

変動費予算 

7,200,000 円 

固定費予算 

4,800,000 円 
操業度差異：200,000 円(不利)

能率差異：300,000 円（不利）

予算差異:542,000 円（有利）

11,200 分 

（標準） 


